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令和５年議案第２３号 

 

   令和５年度東海市下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和５年度東海市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

  排水戸数               ４１，５００ 戸 

  年間総処理水量         ９，５２６，５００  

  一日平均処理水量           ２６，１００ ／日 

  主要な建設改良事業 

   管渠整備事業費         ２，２３７，２１０ 千円 

   雨水ポンプ場整備事業費     １，２４７，３２０ 千円 

処理場整備事業費          １８４，４９０ 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

            収       入 

 第１款 下水道事業収益       ５，１７５，０１０ 千円 

  第１項 営業収益         ２，２４１，２４０ 千円 

  第２項 営業外収益        ２，９３３，７７０ 千円 

            支       出 

 第１款 下水道事業費用       ５，３１４，３６０ 千円 

  第１項 営業費用         ５，０４５，１９０ 千円 

  第２項 営業外費用          ２５９，０７０ 千円 

  第３項 特別損失               １００ 千円 

  第４項 予 備 費            １０，０００ 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本

的支出額に対し不足する額 1,387,650 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額 33,950 千円、消費税及び地方消費税に係る雑支出 760 千円、過年度分
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損益勘定留保資金及び当年度分損益勘定留保資金 1,352,940 千円で補てんするもの

とする。）。 

            収       入 

 第１款 資本的収入         ３，４７１，６４０ 千円 

  第１項 負 担 金             ５３，６５０ 千円 

  第２項 企 業 債         ２，０８９，６００ 千円 

  第３項 出 資 金           ２２８，０５０ 千円 

  第４項 補 助 金          １，０９８，０００ 千円 

  第５項 固定資産売却代金         ２，３４０ 千円 

 

            支       出 

 第１款 資本的支出         ４，８５９，２９０ 千円 

  第１項 建設改良費        ３，６７５，３３０ 千円 

  第２項 企業債償還金       １，１７３，９６０ 千円 

  第３項 予 備 費            １０，０００ 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定

める。 

事 項 期     間 限  度  額 

天宝ポンプ

場ポンプ増

設工事委託

料 

令和５年度（２０２３年度）～ 

令和６年度（２０２４年度） 
１，０４１，０００千円 

浄化センタ

ー再構築工

事委託料 

令和５年度（２０２３年度）～ 

令和６年度（２０２４年度） 
４８４，０００千円 
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 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。 

起債の目的 限度額   起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業 

 千円

2,089,600      

   

普通貸借 

又  は 

証券発行 

6.0％以内（ただし、

利率見直し方式で借

り入れる政府資金及

び地方公共団体金融

機構資金について、

利率の見直しを行っ

た後においては、当

該見直し後の利率） 

５年以内据置、４０

年以内に元利均等

又は元金均等償還。

ただし、必要に応じ

据置期間及び償還

期限を短縮し、若し

くは繰上償還又は

低利に借換えする

ことができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、２，０００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。 

 営業費用、営業外費用及び特別損失 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流

用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。 

 職員給与費     １０９，６４３ 千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は

７８９，２２０千円である。 

 

  令和５年３月１日提出 

 

                     東海市長 花 田 勝 重              
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令和５年度（２０２３年度）東海市下水道事業会計予算に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



     収 益 的 収 入 及 び 支 出

         収              入

(単位 千円)

款 項 目 予 定 額 備                考

１下水道事業 5,175,010  下水道事業に係る収益

  収　　　益 １営 業 収 益 2,241,240  主たる営業活動から生ずる収益

１下 水 道 使 用 料 1,102,300  下水道使用料

２雨水処理負担金 1,138,850  雨水処理に要する経費の負担金

３その他営業収益 90  その他営業収益

２営業外収益 2,933,770  財務活動に伴う収益及び主たる営業

 活動以外から生ずる収益

１受　取　利　息 10  預金利息

　及 び 配 当 金

２他 会 計 補 助 金 788,670  一般会計からの補助金

３補　　助　　金 9,900  下水道事業に係る国庫補助金

４長期前受金戻入 1,965,190  長期前受金戻入

５雑　　収　　益 170,000  雑収益

令和５年度(２０２３年度)東海市下水道事業会計予算実施計画
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         支              出

(単位 千円)

款 項 目 予 定 額 備                考

１下水道事業 5,314,360  下水道事業に係る費用

  費　　　用 １営 業 費 用 5,045,190  主たる営業活動に要する費用

１管　　渠　　費 167,090  管渠の維持管理に要する費用

２雨水ポンプ場費 383,290  雨水ポンプ場の維持管理に要する費

 用

３処　理　場　費 860,730  処理場の維持管理に要する費用

４総　　係　　費 141,430  営業活動全般に要する費用

５減 価 償 却 費 3,482,870  固定資産の減価償却費

６資 産 減 耗 費 9,780  資産の除却損

２営業外費用 259,070  財務活動に伴う費用及び主たる営業

 活動以外に要する費用

１支 払 利 息 及 び 258,310  企業債利息及び一時借入金利息

  企業債取扱諸費

２雑    支    出 760  雑支出

３特 別 損 失 100

１過 年 度 損 益 100  過年度損益修正損

  修    正    損

４予  備  費 10,000

１予    備    費 10,000  予備費
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     資 本 的 収 入 及 び 支 出

         収              入

(単位 千円)

款 項 目 予 定 額 備                考

１資本的収入 3,471,640  下水道施設の建設改良に充てる収入

１負  担  金 53,650

１負　  担    金 53,650  下水道事業受益者分担金及び負担金

 等

２企　業　債 2,089,600

１企　　業　　債 2,089,600  企業債

３出　資　金 228,050

１他 会 計 出 資 金 228,050  一般会計からの出資金

４補　助  金 1,098,000

１国 庫 補 助 金 1,097,450  下水道施設整備事業に係る国庫補助

 金

２他 会 計 補 助 金 550  一般会計からの補助金

５固 定 資 産 2,340

　売 却 代 金 １固　定　資　産 2,340  固定資産売却代金

　売　却　代　金

         支              出

(単位 千円)

款 項 目 予 定 額 備                考

１資本的支出 4,859,290  下水道施設の建設改良及び企業債償

 還に要する支出

１建設改良費 3,675,330  下水道施設の建設改良に要する支出

１管渠整備事業費 2,237,210  管渠の新設、改良に要する支出

２雨 水 ポ ン プ 場 1,247,320  雨水ポンプ場の改良に要する支出

  整 備 事 業 費

３処 理 場 整 備 184,490  処理場の改良に要する支出

　事　　業　　費

４固定資産購入費 6,310  営業の用に供する目的をもって所有

 する資産の購入に要する支出

２企  業  債 1,173,960

  償  還  金 １企 業 債 償 還 金 1,173,960  企業債の償還元金

３予  備  費 10,000

１予    備    費 10,000  予備費
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(単位 千円)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △330,989

減価償却費 3,482,870

貸倒引当金の増減額 512

長期前受金戻入額 △1,965,190

受取利息及び配当金 △10

支払利息 258,310

未収金の増減額 △78,406

未払金の増減額 △71,172

貯蔵品の増減額 △1,200

引当金の増減額 △540

預り金の増減額 △6,443

固定資産除却費 9,780

小　計 1,297,522

利息及び配当金の受取額 10

利息の支払額 △258,310

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,039,222

２

有形固定資産の取得による支出 △2,553,964

有形固定資産の売却による収入 2,340

無形固定資産の取得による支出 △6,102

国庫補助金による収入 997,926

他会計補助金による収入 550

負担金による収入 47,895

△1,511,355

３

建設改良等企業債による収入 2,089,600

建設改良等企業債の償還による支出 △1,173,956

他会計出資金による収入 228,050

1,143,694

資金増減額 671,561

資金期首残高 2,162,673

資金期末残高 2,834,234

財務活動によるキャッシュ・フロー

令和５年度(２０２３年度)東海市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年(2023年)4月1日から令和6年(2024年)年3月31日まで）

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
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１ 総 　括

(単位 千円)

法  定

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 福利費

損益勘定 11 6 413 23,180 16,420 40,013 7,390 47,403

支弁職員 (4)  

資本勘定 8 28,600 22,950 51,550 10,690 62,240

支弁職員  

11 14 413 51,780 39,370 91,563 18,080 109,643

(4)

損益勘定 0 6 0 24,330 16,620 40,950 7,900 48,850

支弁職員 (4)

資本勘定 8 30,360 21,990 52,350 10,730 63,080

支弁職員 (1)

0 14 0 54,690 38,610 93,300 18,630 111,930

(5)

損益勘定 11 0 413 △1,150 △200 △937 △510 △1,447

支弁職員 (0)

資本勘定 0 △1,760 960 △800 △40 △840

支弁職員 (△1)

11 0 413 △2,910 760 △1,737 △550 △2,287

(△1)

備考１ 本年度の期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与

　　　 引当金繰入額2,710千円が含まれる。

備考２ 本年度の法定福利費には、翌年度6月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発

       生額である法定福利費引当金繰入額510千円が含まれる。

備考３（　）内は、短時間勤務職員について外書き

(単位 千円)

780 1,580 5,420 2,330 1,410 5,340

780 1,300 5,690 2,360 1,540 5,310

0 280 △270 △30 △130 30

830 11,940 9,730 10

850 11,650 9,120 10

△20 290 610 0

給   与   費   明   細   書

区      分
職員数(人) 給          与          費

合 計

本
 
年
 
度

合    計

前
 
年
 
度

合    計

比
　
　
較

合    計

区分
管理職
手　当

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

比　較

時 間 外
勤務手当

本年度

手 当 の 前年度

比　較

区分
休日勤務
手　　当

夜間勤務
手　　当

期末手当 勤勉手当
特殊勤務
手　　当内    訳

本年度

前年度
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

(単位 千円)

法  定

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 福利費

損益勘定 11 6 413 19,700 15,790 35,903 7,150 43,053

支弁職員  

資本勘定 8 28,600 22,950 51,550 10,690 62,240

支弁職員  

11 14 413 48,300 38,740 87,453 17,840 105,293

損益勘定 0 6 0 21,520 16,160 37,680 7,700 45,380

支弁職員 (1)  

資本勘定 8 30,360 21,990 52,350 10,730 63,080

支弁職員 (1)  

0 14 0 51,880 38,150 90,030 18,430 108,460

(2)

損益勘定 11 0 413 △1,820 △370 △1,777 △550 △2,327

支弁職員 (△1)

資本勘定 0 △1,760 960 △800 △40 △840

支弁職員 (△1)

11 0 413 △3,580 590 △2,577 △590 △3,167

(△2)

備考１ 本年度の期末勤勉手当には、翌年度6月期末勤勉手当のうち本年度発生額である賞与

　　　 引当金繰入額2,710千円が含まれる。

備考２ 本年度の法定福利費には、翌年度6月期末勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発

       生額である法定福利費引当金繰入額510千円が含まれる。

備考３（　）内は、短時間勤務職員について外書き

(単位 千円)

780 1,580 5,070 2,330 1,370 5,340

780 1,300 5,410 2,360 1,520 5,310

0 280 △340 △30 △150 30

830 11,700 9,730 10

850 11,490 9,120 10

△20 210 610 0

前
 
年
 
度

合    計

区分

本
 
年
 
度

合    計

前年度

手 当 の

内    訳

比
　
　
較

合    計

本年度

比　較

地域手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

前年度

比　較

休日勤務
手　　当

区分
管理職
手　当

扶養手当

本年度

夜間勤務
手　　当

期末手当 勤勉手当
特殊勤務
手　　当

区      分
職員数(人) 給          与          費

合 計

－11－



　イ　会計年度任用職員
(単位 千円)

法  定

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 福利費

損益勘定 (4) 3,480 630 4,110 240 4,350

支弁職員  

資本勘定
支弁職員  

(4) 3,480 630 4,110 240 4,350

損益勘定 (3) 2,810 460 3,270 200 3,470

支弁職員  

資本勘定
支弁職員  

(3) 2,810 460 3,270 200 3,470

損益勘定 (1) 670 170 840 40 880

支弁職員

資本勘定
支弁職員

(1) 670 170 840 40 880

(単位 千円)

350 40

280 20

70 20

240

160

80

区      分
職員数(人)

備考　（　）内は、短時間勤務職員について外書き

合 計

合    計

本
 
年
 
度

合    計

給          与          費

比
　
　
較

前
 
年
 
度

合    計

内    訳

手 当 の

区分
休日勤務
手　　当

本年度

前年度

比　較

特殊勤務
手　　当

本年度

通勤手当
時 間 外
勤務手当

地域手当区分
管理職
手　当

扶養手当 住居手当

前年度

比　較

夜間勤務
手　　当

期末手当 勤勉手当
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２ 給料及び手当の増減額の明細

増減額

(千円) (千円) (千円)

給 料 △3,580 給与改定 300 給与改定の状況

に伴う増 給料の改定率 ％

減分 給与改定実施時期　

令和4年 （2022年）4月

昇給に伴 平均昇給率 ％

う増加分

その他の △3,880 職員数の異動状況

増減分 現 に 在 職

する職員数

本年度 14 人 0 人 14 人

前年度 14 人 0 人 14 人

増  減 0 人 0 人 0 人

採用･退職の状況等

 前前年度中退職者数 2 人

 前年度中採用者数 2 人

 前年度中退職者数(見込) 0 人

 本年度中採用者数(見込) 0 人

手 当 590 制度改正 518 勤勉手当 518 支給月数　1.90月→2.00月

に伴う増

減分

その他の 72 扶養手当 280

増減分 地域手当 △340

住居手当 △30

通勤手当 △150

時間外勤務手当 30

休日勤務手当 △20

期末手当 210

勤勉手当 92

備考　会計年度任用職員は除く

区　分 その他 計

区 分
増減事由別内訳 説       明

備               考

1.80

0.50
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３ 給料及び手当の状況

事 務・技 術
(企業職(一))

平均給料月額(円) 280,721

令和5年(2023年)1月1日現在 平均給与月額(円) 367,769

平  均  年  齢 35歳 8月

平均給料月額(円) 273,557

令和4年(2022年)1月1日現在 平均給与月額(円) 350,991

平  均  年  齢 34歳 9月

備考　短時間勤務職員は除く

事 務・技 術 一 般 会 計 の 制 度

（企業職(一)） 行 政 職 (一)

円 円

158,900 158,900

191,700 191,700

区    　　分

高  校  卒

大  学  卒

区  　　　　　     分
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級

1 級

2 級

令和5年 3 級

(2023年) 4 級

１月１日 5 級

現    在 6 級

7 級

8 級

計

1 級

2 級

令和4年 3 級

(2022年) 4 級

１月１日 5 級

現    在 6 級

7 級

8 級

計

備考（　）内は、短時間勤務職員について外書き

（級別の基準となる職務）

１ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級

主事補 主　事 統括主任
技師補 技　師 主  任

５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級

課　長 課　長 部　長

統括主幹 統括主幹 次　長

区    分
事 務・技 術 (企業職(一))

職員数(人) 構成比(％)

　　　　2（1）

　　　　2

　　　　6

　　　　2（2）

　　　　3

　　　　1

　　　 14（2）

　　　　2

　　　　6（1）

　　　　14.3（33.3）

　　　　14.3

　　　　42.9

　　　　14.3（100.0）

　　　　21.4

　　　 　7.1

　　　 100.0（100.0）

　　　　14.3

　　　　42.9（33.3）

区　　　　 　　分

事 務・技 術 (企業職(一))

主　任

主　幹

　　　　21.4（33.4）

　　　 　7.1

　　　 100.0（100.0）

　　　　3（1）

　　　　1

　　　 14（3）
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事 務・技 術

 職　員　数 Ａ  (人) 14

 昇給に係る職員数 Ｂ  (人) 14

２号級(人) 

３号級(人) 1

４号級(人) 12

６号級(人) 1

 比      率 Ｂ／Ａ (％) 100.0

事 務・技 術

 職　員　数 Ａ  (人) 14

 昇給に係る職員数 Ｂ  (人) 14

２号級(人) 

３号級(人) 1

４号級(人) 12

６号級(人) 1

 比      率 Ｂ／Ａ (％) 100.0

備考　短時間勤務職員は除く

0.2

（企業職(一)）

（企業職(一)）

区            　　　 分

区            　　　 分

 号 級 数 内 訳

本
　
　
年
　
　
度

78.6

545

前
　
　
年
　
　
度

 号 級 数 内 訳

区                分
事 務・技 術
(企業職(一))

　 代表的な特殊勤務手当の名称

  　(令和5年(2023年)1月1日現在)

　 支給対象職員１人当たり
 　平均支給月額　　   　　　　(円)

 　給料総額に対する比率   　　(％)

 　支給対象職員の比率　   　　(％)

滞納整理手当
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支給期別支給率(月分) 支給率計

６月 １２月 (月分)

2.200 2.200

(1.150) (1.150)

2.150 2.150

(1.125) (1.125)

2.200 2.200

(1.150) (1.150)

備考　（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員の支給率

同　　じ －

同　　じ －

同　　じ －

同　　じ －

区　　分

有
(2.300)

(2.300)
一般会計の制度

4.400

(2.250)
前 年 度

本 年 度

4.300

4.400

備      考
  職制上の段階、職務の

有

有

      級 等 に よ る 加 算 措 置

住　 居　 手　 当

通 　勤 　手　 当

一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容区　　　　　　分

扶 　養　 手　 当

地 　域 　手　 当
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債　務　負　担　行　為　に　 

過年度議決分

金　　額

令和4年度
（2022年度）
融資

－ －

令和5年度
（2023年度）
融資

－ －

浄化センター及びポ
ンプ施設等維持管理
包括委託料

８４８，５００ －

元浜ポンプ場再構築
工事委託料

６３５，３２０ －

天宝ポンプ場ポンプ
増設工事委託料

５２０，０００ －

当該年度分

金　　額

天宝ポンプ場ポンプ
増設工事委託料

１，０４１，０００ －

浄化センター再構築
工事委託料

４８４，０００ －

－

－

事　　項 限　度　額
前年度末までの支払義務発生(見込)額

期　　　　　間

－

－

水洗便所改造資金融
資あっせん利子補給

水洗便所改造資金融資あっ
せん及び利子補給に関する
規程に基づく利子補給金相
当額

－

事　　項 限　度　額
前年度末までの支払義務発生(見込)額

期　　　　　間
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関  す  る  調  書

(単位　千円)

金　　額 国庫支出金 企 業 債 そ の 他

未定 未定

未定 未定

８４８，５００ ８４８，５００

５６４，３１８ ２７７，１５９ ２５８，９００ ２８，２５９

５２０，０００ ２６０，０００ ２３４，０００ ２６，０００

(単位　千円)

金　　額 国庫支出金 企 業 債 そ の 他

１，０４１，０００ ５１０，５００ ４７８，４５０ ５２，０５０

４８４，０００ ２６６，２００ １９３，６００ ２４，２００

令和6年度（2024年度）

令和6年度（2024年度）

当該年度以降の支出予定額 左の財源内訳

期　　　　　間

令和5年度（2023年度）

令和5年度（2023年度）

水洗便所改造資金の融資
を受けた日の属する月の
翌月から36月以内

水洗便所改造資金の融資
を受けた日の属する月の
翌月から36月以内

令和5年度（2023年度）
～令和6年度（2024年度)

当該年度以降支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　　　　間
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(単位 千円)

１　固　定　資　産

 形 固 定 資 産

    イ　土　　　　　　地 4,810,195

    ロ　建　　　　　　物 2,838,059

        減 価 償 却 累 計 額 △413,748 2,424,311

    ハ　構     築     物 88,863,225

        減 価 償 却 累 計 額 △11,137,457 77,725,768

    ニ　機 械 及 び 装 置 9,028,671

        減 価 償 却 累 計 額 △1,262,887 7,765,784

    ホ　車 両 及 び 運 搬 具 1,014

        減 価 償 却 累 計 額 △674 340

    ヘ 工具､器具及び備品 139

        減 価 償 却 累 計 額 △81 58

　　ト　建　設　仮　勘　定 322,440

      有 形 固 定 資 産 合 計 93,048,896

 形 固 定 資 産

    イ　電　話　加　入　権 117

    ロ　ソ フ ト ウ ェ ア 40,246

　　ハ　施　設　利　用　権 429,468

　　ニ　建　設　仮　勘　定 2,734

      無 形 固 定 資 産 合 計 472,565

      固　定　資　産　合　計 93,521,461

２　流　動　資　産

 金　 預　 金 2,834,234

 収　　 金 372,196

      貸 倒 引 当 金 △2,015 370,181

 蔵　　 品 4,400

      流　動　資　産　合　計 3,208,815

      資　　産　　合　　計 96,730,276

令和５年度(２０２３年度)東海市下水道事業予定貸借対照表

（令和6年(2024年)3月31日）

資   産   の   部
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３　固　定　負　債

 業　　 債

　　イ　建設改良等の財源に

　　　　充てるための企業債 22,328,452

      固　定　負　債　合　計 22,328,452

４　流　動　負　債

 業　　 債

　　イ　建設改良等の財源に

　　　　充てるための企業債 1,233,348

 払　　 金 1,764,950

 当　　 金

　　イ　賞　与　引　当　金 6,450

　　ロ　法定福利費引当金  1,210

      引　当　金　合　計 7,660

 の 他 流 動 負 債 1,832

      流　動　負　債　合　計 3,007,790

５　繰　延　収　益

 期 前 受 金 56,543,556

 益 化 累 計 額 △6,722,892

      繰　延　収　益　合　計 49,820,664

      負　　債　　合　　計 75,156,906

６　資　本　金 18,439,610

７　剰  余　金

 本 剰 余 金
    イ　受 贈 財 産 評 価 額 1

    ロ　他　会　計　補　助　金 4,335,231

      資 本 剰 余 金 合 計 4,335,232

 益 剰 余 金
　　イ　当年度未処理欠損金 △1,201,472

      利 益 剰 余 金 合 計 △1,201,472

      剰　余　金　合　計 3,133,760

      資　　本　　合　　計 21,573,370

      負　債　資　本　合　計 96,730,276

負   債   の   部

資   本   の   部
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(単位 千円)

１  営 業 収 益

 (1)  下 水 道 使 用 料 990,273

 (2)  雨水処理負担金 1,038,300

 (3)  その他営業収益 90 2,028,663

２  営 業 費 用

 (1)  管　　渠　　費 129,466

 (2)  雨水ポンプ場費 278,389

 (3)  処　理　場　費 619,468

 (4)  総　　係　　費 113,380

 (5)  減 価 償 却 費 3,415,572

 (6)  資 産 減 耗 費 3,570 4,559,845

    営   業   損   失 2,531,182

３  営業外収益

 (1)  受取利息及び配当金 10

 (2)  他 会 計 補 助 金 608,850

 (3)  補    助    金 6,000

 (4)  長期前受金戻入 1,978,274

 (5)  雑    収    益 37,437 2,630,571

４  営業外費用

 (1)  支払利息及び企業債取扱諸費 260,667

 (2)  雑    支　　出 75,028 335,695 2,294,876

    経   常   損   失 236,306

５  特 別 利 益

 (1)  過年度損益修正益 38,397

 (2)  その他特別利益 5,098 43,495

６  特 別 損 失

 (1)  過年度損益修正損 37,211 37,211 6,284

    当 年 度 純 損 失 230,022

    前年度繰越欠損金 640,461

    その他未処分利益剰余金変動額 0

    当年度未処理欠損金 870,483

令和４年度(２０２２年度)東海市下水道事業予定損益計算書

（令和4年(2022年)4月1日から令和5年(2023年)3月31日まで）
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(単位 千円)

１　固　定　資　産

 形 固 定 資 産

    イ　土　　　　　　地 4,812,535

    ロ　建　　　　　　物 2,838,059

        減 価 償 却 累 計 額 △308,739 2,529,320

    ハ　構     築     物 86,245,529

        減 価 償 却 累 計 額 △8,333,205 77,912,324

    ニ　機 械 及 び 装 置 7,686,895

        減 価 償 却 累 計 額 △736,295 6,950,600

    ホ　車 両 及 び 運 搬 具 1,014

        減 価 償 却 累 計 額 △600 414

    ヘ 工具､器具及び備品 147

        減 価 償 却 累 計 額 △32 115

　　ト　建　設　仮　勘　定 929,938

      有 形 固 定 資 産 合 計 93,135,246

 形 固 定 資 産

    イ　電　話　加　入　権 117

    ロ　ソ フ ト ウ ェ ア 46,858

　　ハ　施　設　利　用　権 464,994

　　二　建　設　仮　勘　定 1,390

      無 形 固 定 資 産 合 計 513,359

      固　定　資　産　合　計 93,648,605

２　流　動　資　産

 金　 預　 金 2,162,673

 収　　 金 292,900

      貸 倒 引 当 金 △1,503 291,397

 蔵　　 品 3,200

 の 他 流 動 資 産 415,601

      流　動　資　産　合　計 2,872,871

      資　　産　　合　　計 96,521,476

令和４年度(２０２２年度)東海市下水道事業予定貸借対照表

（令和5年(2023年)3月31日）

資   産   の   部
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３　固　定　負　債

 業　　 債

　　イ　建設改良等の財源に

　　　　充てるための企業債 21,472,200

      固　定　負　債　合　計 21,472,200

４　流　動　負　債

 業　　 債

　　イ　建設改良等の財源に

　　　　充てるための企業債 1,173,956

 払　　 金 1,443,283

 当　　 金

　　イ　賞　与　引　当　金 7,460

　　ロ　法定福利費引当金  1,400

      引　当　金　合　計 8,860

 の 他 流 動 負 債 8,275

      流　動　負　債　合　計 2,634,374

５　繰　延　収　益

 期 前 受 金 56,525,200

 益 化 累 計 額 △5,786,607

      繰　延　収　益　合　計 50,738,593

      負　　債　　合　　計 74,845,167

６　資　本　金 18,211,560

７　剰  余　金

 本 剰 余 金
    イ　受 贈 財 産 評 価 額 1

    ロ　他　会　計　補　助　金 4,335,231

      資 本 剰 余 金 合 計 4,335,232

 益 剰 余 金
　　イ　当年度未処理欠損金 △870,483

      利 益 剰 余 金 合 計 △870,483

      剰　余　金　合　計 3,464,749

      資　　本　　合　　計 21,676,309

      負　債　資　本　合　計 96,521,476

負   債   の   部

資   本   の   部
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注 記 

 Ⅰ 重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

    ・減価償却の方法      定額法による。 

（ただし、車両及び運搬具は定率法による） 

・主な耐用年数 

     建 物           6～50年 

     構築物          10～50年 

     機械及び装置        6～50年 

     車両及び運搬具         4 年 

     工具、器具及び備品      4～8年 

(2) 無形固定資産 

    ・減価償却の方法      定額法による。 

・主な耐用年数 

 施設利用権          14年 

     ソフトウェア          5 年 

  ２ 引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

退職手当は一般会計が全額負担するため、計上しない。 

(2) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込 

額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(3) 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末 

における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(4) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ 

り、破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計 

上している。 

   ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 
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    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

 

 



  

予 定 額

1 下 水 道 5,175,010

事業収益 1 営業収益 2,241,240

1 下 水 道 1,102,300

使 用 料 1 下  水  道 1,102,300  下水道使用料

使  用  料

2 雨水処理 1,138,850

負 担 金 1 雨 水 処 理 1,138,850  雨水処理負担金

負  担  金

3 そ の 他 90

営業収益 1 手　数　料 89  排水設備工事業者指定申請

 手数料 40

 公共下水道台帳施設平面図

 複写手数料 49

2 雑　収　益 1  下水道計画図頒布代金

2 営 業 外 2,933,770

収　　益 1 受取利息 10

及　　び 1 預 金 利 息 10  預金利息

配 当 金

2 他 会 計 788,670

補 助 金 1 一 般 会 計 788,670  一般会計補助金

補　助　金

3 補 助 金 9,900

1 国庫補助金 9,900  社会資本整備総合交付金

4 長期前受 1,965,190

金 戻 入 1 国庫補助金 701,465  国庫補助金長期前受金戻入

長期前受金

戻　　　入

2 受 贈 財 産 805,355  受贈財産評価額長期前受金

評　価　額  戻入

長期前受金

戻　　　入

3 負　担　金 128,129  負担金長期前受金戻入

長期前受金

戻　　　入

4 他　会　計 330,241  他会計補助金長期前受金戻

補助金長期  入

前受金戻入

令和５年度（２０２３年度）東海市下水道事業会計予定額明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

(単位 千円)

款 項 目 節 説　　　　　　　明
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予 定 額

(単位 千円)

款 項 目 節 説　　　　　　　明

5 雑 収 益 170,000

1 土地使用料 20  土地使用料

2 消費税及び 168,500  消費税及び地方消費税還付

地方消費税  金

還　付　金

3 そ　の　他 1,480  その他雑収益

雑　収　益
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予 定 額

1 下 水 道 5,314,360

事業費用 1 営業費用 5,045,190

1 管 渠 費 167,090

15 通信運搬費 65  通信料

17 委　託　料 98,200  家屋調査委託料 250

 草刈業務委託料 6,770

 清掃業務委託料 14,940

 括委託料 20,750

14,110

38,430

2,950

18 手　数　料 1,139  機器点検手数料 17

19 修　繕　費 55,063  管路施設修繕費 55,000

 その他修繕費 63

22 動　力　費 12,146

25 補　償　費 100

30 保　険　料 377  建物総合損害共済 43

 下水道賠償責任保険料

334

2 雨水ポン 383,290

プ 場 費 17 委　託　料 67,100

 括委託料 62,650

 土壌分析委託料 1,590

 2,860

19 修　繕　費 256,940

22 動　力　費 58,694  重油 6,240

 電気 52,454

25 補　償　費 100

30 保　険　料 456  建物総合損害共済 432

 下水道賠償責任保険料

24

1,122

 中継ポンプ場等維持管理包

 管渠点検調査委託料

 雨水ポンプ場等維持管理包

 排水ポンプ等管理委託料

 電気

 下水道台帳作成業務委託料

 一般廃棄物処理手数料

支　　　　　　　出

款 項 目 節 説　　　　　　　明

(単位 千円)

 施設事故損害賠償金

 雨水ポンプ場施設修繕費

 施設事故損害賠償金

 システム保守登録委託料
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予 定 額款 項 目 節 説　　　　　　　明

(単位 千円)

3 処理場費 860,730

17 委　託　料 419,692

 委託料 341,200

 水質等分析委託料 3,007

 汚泥処分委託料 65,590

 託料 176

 委託料 3,080

 汚水処理委託料 1,979

 2,860

 建物調査委託料 1,800

18 手　数　料 20

19 修　繕　費 100,060

22 動　力　費 224,672  電気

25 補　償　費 100

29 負　担　金 115,725  名古屋地区工業用水道協議

 会負担金 15

 広域汚泥処理負担金

115,710

30 保　険　料 461  建物総合損害共済 413

 下水道賠償責任保険料

48

4 総 係 費 141,430

1 給　　　料 23,180  給料　職員 6人 19,700

 会計年度任用職員給料

 会計年度任用職員 4人

3,480

2 手　　　当 13,710  手当 13,080

 会計年度任用職員手当

630

3 賞与引当金 2,710  賞与引当金繰入額

繰　入　額

5 報　　　酬 413  報酬

6 法定福利費 6,880  法定福利費 6,640

 会計年度任用職員法定福利

 費 240

7 法定福利費 510

引　当　金

繰　入　額

 処理場施設修繕費

 浄化センター維持管理包括

 包括委託契約履行監視業務

 特別管理産業廃棄物処分委

 施設事故損害賠償金

 システム利用手数料

 法定福利費引当金繰入額

 システム保守登録委託料
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予 定 額款 項 目 節 説　　　　　　　明

(単位 千円)

8 旅　　　費 341  職員旅費 76

 研修旅費 244

 費用弁償 21

11 備 消 品 費 686

12 燃　料　費 248

14 印刷製本費 364

15 通信運搬費 405

16 賃　借　料 71  有料道路通行料

17 委　託　料 19,324  職員健康診断等委託料

411

17,787

1,108

18

18 手　数　料 505  自動車点検等手数料

76

 口座振込等手数料 46

 一般廃棄物処理手数料

42

 システム設定手数料

341

19 修　繕　費 339  自動車修繕料

27 研　修　費 367  研修参加費

28 厚生福利費 250  職員福利厚生費

29 負　担　金 56,267  下水道協会負担金 447

 職員人件費負担金 15,630

 情報管理費負担金 740

 下水道使用料徴収事務負担

 金 39,450

30 保　険　料 139  自動車保険料

32 公　課　費 20  自動車重量税

33 貸倒引当金 2,571  貸倒引当金繰入額

繰　入　額

34 貸 倒 損 失 116  貸倒れに係る消費税

 決算書等

 自動車用燃料

 郵便料

 システム保守点検委託料

 経営戦略作成業務委託料

 事務用品等

 口座振替データ作成委託料
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予 定 額款 項 目 節 説　　　　　　　明

(単位 千円)

36 補　助　金 12,014

 補助金 200

 せん利子補給金 2

 水洗便所設置助成金

2,200

 助金 442

 金 8,470

 金 700

5 減　　価 3,482,870

償 却 費 37 有　　　形 3,435,975  建物 105,009

固 定 資 産  構築物 2,804,251

減価償却費  機械及び装置 526,591

 車両及び運搬具 75

 工具、器具及び備品

49

38 無　　　形 46,895  ソフトウェア 11,370

固 定 資 産  施設利用権 35,525

減価償却費

6 資　　産 9,780

減 耗 費 39 有　　　形 9,780  機械及び装置 9,772

固 定 資 産  工具、器具及び備品

除　却　費 8

2 営 業 外 259,070

費　　用 1 支払利息 258,310

及　　び 42 企業債利息 257,090  財務省 84,503

企 業 債  地方公共団体金融機構

取扱諸費 166,212

 郵便貯金簡易生命保険管理・

 郵便局ネットワーク支援機構

6,375

44 一時借入金 1,220  一時借入金利息

利　　　息

2 雑 支 出 760

46 そ　の　他 760

雑　支　出

 水洗便所改造資金融資あっ

 生活保護世帯水洗便所改造

 雨水貯留浸透施設設置費補

 受益者負担金一括納付報奨

 汚水ポンプ施設設置費補助

 る雑支出

 消費税及び地方消費税に係
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予 定 額款 項 目 節 説　　　　　　　明

(単位 千円)

3 特別損失 100

1 過 年 度 100

損　　益 1 過年度損益 100  過年度損益修正損

修 正 損 修　正　損

4 予 備 費 1 予 備 費 10,000

1 予　備　費 10,000  予備費
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予 定 額

1 資 本 的 3,471,640

収　　入 1 負 担 金 53,650

1 負 担 金 53,650

1 下水道事業 770

受　益　者

分　担　金

2 下水道事業 52,880

受　益　者

負　担　金

2 企 業 債 2,089,600

1 企 業 債 2,089,600

1 企　業　債 2,089,600  企業債

3 出 資 金 228,050

1 他 会 計 228,050

出 資 金 1 一 般 会 計 228,050  一般会計出資金

出　資　金

4 補 助 金 1,098,000

1 国　　庫 1,097,450

補 助 金 1 国庫補助金 1,097,450  社会資本整備総合交付金

820,300

 浸水対策下水道事業補助金

277,150

2 他 会 計 550

補 助 金 1 一 般 会 計 550  一般会計補助金

補　助　金

5 固定資産 2,340

売却代金 1 固定資産 2,340

売却代金 1 固 定 資 産 2,340  固定資産売却代金

売 却 代 金

 下水道事業受益者負担金

 下水道事業受益者分担金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　　入

款 項 目 節 説　　　　　　　明

(単位 千円)
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予 定 額

1 資 本 的 4,859,290

支　　出 1 建　　設 3,675,330

改 良 費 1 管渠整備 2,237,210

事 業 費 1 給　　　料 28,600

2 手　　　当 23,750

5 法定福利費 10,690  法定福利費

11 備 消 品 費 541  作業服等

15 通信運搬費 85  郵便料

17 委　託　料 101,860  調査委託料 17,610

 設計委託料 51,810

 公共下水道事業計画変更業

 務委託料 3,250

 監理委託料 29,190

20 工事請負費 933,770  下水道工事 755,870

 公共ます設置工事 177,900

39 負　担　金 899,874

 金 1,930

564

897,380

41 補　償　費 238,040

133,040

95,000

4,000

4,000

2,000

2 雨水ポン 1,247,320

プ場整備 17 委　託　料 1,247,320  調査委託料 37,000

事 業 費  工事委託料 1,210,320

3 処 理 場 184,490

整　　備 17 委　託　料 183,000  設計委託料 41,000

事 業 費  工事委託料 142,000

39 負　担　金 1,490

支　　　　　　　出

(単位 千円)

款 項 目 節 説　　　　　　　明

 設計積算システム経費負担

 給料　職員 8人

 手当等（うち児童手当 800）

 県積算単価配信等負担金

 管渠整備事業負担金

 工事支障移転補償費(水道)

 工事支障移転補償費(ガス)

 工事支障移転補償費(中電)

 金

 工事支障移転補償費(ＮＴＴ)

 広域汚泥処理施設建設負担

 工事支障移転補償費(その他)
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予 定 額

(単位 千円)

款 項 目 節 説　　　　　　　明

4 固定資産 6,310

購 入 費 46 有 形 固 定 1,088  受益者負担金システム用

資産購入費  パソコン等

47 無 形 固 定 5,222  受益者負担金システム等

資産購入費

2 企 業 債 1,173,960

償 還 金 1 企 業 債 1,173,960

償 還 金 48 企　業　債 1,173,960  財務省 466,209

償　還　金  地方公共団体金融機構

653,783

 郵便貯金簡易生命保険管理・

 郵便局ネットワーク支援機構

53,968

3 予 備 費 1 予 備 費 10,000

1 予　備　費 10,000  予備費
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